
 

 

 

 

 

 

 

被害者保護増進等事業費補助金交付要綱実施要領 

 

（自動車事故被害者支援体制等整備事業） 



（通則） 

第１条 自動車事故被害者支援体制等整備事業に係る補助金（以下「本補助金」と

いう。）の交付については、法令又は予算の定めるところに従い、被害者保護増

進等事業費補助金交付要綱に規定するもののほか、この実施要領の定めるところ

による。 
 

（本補助金の交付対象） 

第２条 本補助金は、次に掲げる要件を満たすもの（以下「補助対象事業者」とい

う。）を交付対象とする。 

一 日本に拠点を有していること 

二 本事業を的確に遂行する組織、人員等を有していること 

三 本事業を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有し、かつ、資金等につい

て十分な管理能力を有していること 

四 国土交通省からの補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じられている

者ではないこと 

五 本事業において知り得た情報の秘密保持を徹底できること 

六 本事業終了後、補助事業者の財産処分手続や会計検査対応のために必要とな

る文書を、必要な期間保存できること 

 

（補助対象経費） 

第３条 補助対象事業の範囲は、事業対象経費の区分（業務管理費を除く。）ごと

に定める被害者保護増進等事業費補助金交付要綱実施細目（別紙１～６）に定め

る補助対象経費とする。 

２ 事業対象経費のうち、業務管理費については、労務費、普及関連費、外注費、

会議費、旅費、通信運搬費、消耗品費、物品費、事務所維持費、光熱水費、賃借

料、印刷製本費、図書費、謝金、広告費、振込手数料、借料及び損料、委託費、

その他事業を行うために必要と認められるものとする。ただし、次に掲げる経費

を除く。 

一 建物等施設に関する経費 

二 事業内容に照らして当然備えているべき機器・備品等（机、椅子、書棚等の

什器類、事務機器等） 



三 事業実施中に発生した事故・災害の処理のための経費（ただし、補助事業者

に帰責性のない事由に基づき生じたキャンセル料等はこの限りではない。） 

四 その他事業に関係ない経費 

 

（補助率及び間接補助額） 

第４条 補助対象事業者に対する補助金の交付に係る補助率及び間接補助額につい

ては、次のとおりとする。 

一 補助率 定額 

二 間接補助額 次に掲げる額とする。 

イ 自動車事故被害者受入環境整備事業 ５億 2,334 万円の範囲内 

ロ 短期入院協力事業 １億 6,959 万円の範囲内 

ハ 短期入所協力事業 １億 2,930 万円の範囲内 

ニ 社会復帰促進事業 8,200 万円の範囲内 

ホ 在宅療養環境整備事業 ２億 4,757 万円の範囲内 

 

（被害者保護増進等事業費補助金交付申請書） 

第５条 被害者保護増進等事業費補助金交付申請書の記載事項は、次のとおりとす

る。 

一 「補助対象事業の種別」の欄には、「自動車事故被害者支援体制等整備事業」

と記載すること。 

二 「補助対象事業の内容」の欄には、「別紙     年度自動車事故被害者

支援体制等整備事業提案書のとおり」と記載し、別紙に必要事項を記載して添

付すること。 

三 「補助対象経費」の欄には、「別紙     年度自動車事故被害者支援体

制等整備事業提案書のとおり」と記載し、別紙に必要事項を記載して添付する

こと。 

四 「補助金交付申請額」の欄には、別紙の補助金見込額の合計額を記載するこ

と。 

 

（補助対象事業実績報告書） 

第６条 補助対象事業実績報告書の記載事項は、次のとおりとする。 

一 「補助対象経費」の欄には、「別紙     年度自動車事故被害者支援体



制等整備事業実施・経費報告書のとおり」と記載すること。 

二 「補助金充当予定額」の欄には、別紙の補助金見込額の合計額を記載するこ

と。 

三 「完了した補助対象事業の概要」の欄には、「別紙     年度自動車事

故被害者支援体制等整備事業実施・経費報告書のとおり」と記載すること。 
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自動車事故被害者支援体制等整備事業（社会復帰促進事業） 

実施細目 

 

（通則） 

第１条 自動車事故被害者支援体制等整備事業（社会復帰促進事業）に係る補助金（以下「本

補助金」という。）については、法令又は予算の定めるところに従い、被害者保護増進等事

業費補助金交付要綱に規定するもののほか、この実施細目の定めるところによる。 

 

（本補助金の交付対象） 

第２条 本補助金は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

17 年法律第 123 号。以下「障害者総合支援法」という。）第５条第 12項に規定する「自立

訓練」を行う事業所（以下「自立訓練事業所」という。）であって、次に掲げる要件を満

たすもの（以下「間接補助事業者」という。）を交付対象とする。ただし、過去３か年以

内に自動車事故被害者支援体制等整備事業において、補助金の返還を求められたことのあ

る者等（団体を含む。）については本補助金への申請を原則制限するものとする。 

一 補助を受けようとする国の会計年度までに、自動車事故による高次脳機能障害を有す

る者が利用していること。 

二 事業を効率的かつ確実に実施することができる自立訓練事業所であること。 

三 利用する高次脳機能障害を有するものに対し、リハビリテーションを実施する心理職

の資格を有する者、言語聴覚士、理学療法士又は作業療法士（以下「専門職」という。）

が１名以上配置されていること。 

四 自立訓練提供支援費のうちリハビリテーションを実施する従業員の雇用に関する経費

（以下「人材雇用費」という。）の申請をしようとする場合にあたっては、次に掲げる

要件を満たす自立訓練事業所であること。 

イ 次の表の上欄に掲げる区分に応じ、それぞれ中欄に掲げる法令に定める従業員の員

数（以下「人員配置基準」という。）を超えた員数の下欄に掲げる区分の従業員を置い

て事業を行っていること。 

 

自立訓練（機能訓練） 障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するた

めの法律に基づく障害福祉

サービス事業等の人員、設備

及び運営に関する基準（平成

18年厚生労働省令第171号。

以下「指定障害福祉サービス

の事業等基準省令」とい

う。）） 

看護職員 

理学療法士又は作業療法士 

生活支援員 

自立訓練（生活訓練） 指定障害福祉サービスの事 生活支援員 
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業等基準省令 

五 次条第３項に掲げる地域連携支援費の対象となる取組みを実施する者であること。 

 六 国土交通省及び有識者で構成された審査会で、間接補助事業者から提出された応募書

類が次に掲げる要件に適合するものとなっているかを審査し、間接補助事業者として選

定した事業者であること。 

イ 技術能力に関する要件  

 （1）高次脳機能障害を有する者に対しての社会復帰の促進に資する活動の実績又はそ

の知見を十分に有していること 

（2）病院関係者又は他の自立訓練事業者、その他の関係者との協調及び連携を実施し

ていること 

ロ 管理体制及び処理能力に関する要件 

事業実施及び会計手続を適正な実施体制を有していること 

ハ 業務理解度に関する要件 

（1）具体的な業務に関する基本方針が明示されていること  

（2）高次脳機能障害を有する者の社会復帰の促進に資する提案であること 

ニ 実施手順に関する要件 

（1）事業の実施手順が計画的であり、かつ、明確に定められていること 

（2）事業成果を達成するための計画的な日程であり、かつ、作業手順が適切であるこ

と 

ホ 的確性に関する要件 

（1）高次脳機能障害の把握から自立訓練、地域における生活復帰まで継続的な支援の

実施が可能となる先駆的な取組となっていること 

（2）十分な実証成果を得ることが期待できること  

ヘ 実現性に関する要件 

（1）事業継続の能力があり、かつ、将来的な発展性が見込まれること 

（2）モデル事業として他の地域に展開できる普遍性が見込まれること 

（3）実施計画及び日程等が適切であり、かつ、事業を確実に遂行するため適切なもの

であること 

（4）補助対象事業を実施するための財務体力を有していること 

 

（補助対象経費） 

第３条 ネットワーク構築支援費の対象となる間接補助事業の範囲は病院とのネットワーク

構築に要する経費であって、次に掲げるものとする。ただし、補助事業実施期間内に支出

した経費のうち、間接補助事業を行うために真に必要な経費であって、本事業に係る部分

のみを明確に区分でき、かつ証拠書類によってその金額や根拠等が確認できる経費に限る。 

一 人材雇用費 病院とのネットワーク構築に従事している者の雇用に係る経費（当該

年度中に支給する給与総支給額及び賞与並びに雇用主が負担する法定福利費） 

二 求人情報発信費 病院とのネットワーク構築に従事する新たな従業員を雇用するた
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めの求人情報の発信に係る経費のうち、就職情報サイト掲載料、職業紹介手数料（職業

安定法（昭和 22 年法律第 141 号）第 30 条第１項に規定する有料職業紹介事業者（以下

「有料職業紹介事業者」という。）に対して同法第 32 条の３第１項第１号又は第２号の

規定に基づく手数料として支払う経費に限る。）、新聞広告、パンフレット等の作成費、そ

の他求人情報の発信を主目的とした経費で国土交通省が認めるものであり、かつ、原則と

して契約価格 10 万円以上であるもの 

三 印刷製本費 病院とのネットワーク構築に要するパンフレット、チラシ等の印刷製

本等に要する経費 

四 備品類導入費 病院とのネットワーク構築に資する知識・技術向上を図るための医

学図書等の備品類の導入に係る経費 

五 旅費 病院とのネットワーク構築に必要な交通費及び出張等に伴う宿泊費、病院と

のネットワーク構築に資する研修、セミナー、講演会等（以下「研修等」という。）の

開催に係る講師の旅費及び宿泊費 

六 諸謝金 病院とのネットワーク構築に資する研修等の開催に係る講師への謝金（講

師個人に対して支払われるものに限る。） 

七 使用料 病院とのネットワーク構築に資する研修等に係る会場使用料、放送機器使

用料、会議費及び会議に使用する資料に係る経費 

八 研修等参加費 病院とのネットワーク構築に資する研修等に係る参加費 

２ 自立訓練提供支援費の対象となる間接補助事業の範囲は自動車事故による高次脳機能障

害を有する者を対象とした自立訓練（以下単に「自立訓練」という。）の提供に要する経費

であって、次に掲げるものとする。ただし、間接補助事業実施期間内に支出した経費のう

ち、間接補助事業を行うために真に必要な経費であって、本事業に係る部分のみを明確に

区分でき、かつ証拠書類によってその金額や根拠等が確認できる経費に限る。 

一 人材雇用費 自立訓練の提供に従事しており、かつ、第２条第３号に規定する専門

職の雇用に係る経費（当該年度中に支給する給与総支給額及び賞与並びに雇用主が負

担する法定福利費） 

二 求人情報発信費 自立訓練の提供に従事する新たな従業員を雇用するための求人情

報の発信に係る経費であって、前項第２号に掲げるもの 

三 印刷製本費 自立訓練の提供に係る周知・広報に要するパンフレット、チラシ等の

印刷製本等に要する経費 

四 備品類導入費 自立訓練の提供に資する知識・技術向上を図るための医学図書等の

備品類の導入に係る経費 

五 旅費 自立訓練の提供に必要な交通費及び出張等に伴う宿泊費、自立訓練に資する

研修等の開催に係る講師の旅費及び宿泊費 

六 諸謝金 自立訓練の提供に資する研修等の開催に係る講師への謝金（講師個人に対

して支払われるものに限る。） 

七 使用料 自立訓練の提供に資する研修等に係る会場使用料、放送機器使用料、会議

費及び会議に使用する資料に係る経費 
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八 研修等参加費 自立訓練の提供に資する研修等に係る参加費 

３ 地域連携支援費の対象となる間接補助事業の範囲は自動車事故による高次脳機能障害を

有する者が利用することが見込まれる他の自立訓練事業所その他の障害福祉サービス等事

業所との地域連携（以下単に「地域連携」という。）の構築に要する経費であって、次に掲

げるものとする。ただし、間接補助事業実施期間内に支出した経費のうち、間接補助事業

を行うために真に必要な経費であって、本事業に係る部分のみを明確に区分でき、かつ証

拠書類によってその金額や根拠等が確認できる経費に限る。 

一 人材雇用費 地域連携の構築に従事している者の雇用に係る経費（当該年度中に支

給する給与総支給額及び賞与並びに雇用主が負担する法定福利費） 

二 求人情報発信費 地域連携の構築に従事する新たな従業員を雇用するための求人情

報の発信に係る経費であって、第１項第２号に掲げるもの 

三 印刷製本費 地域連携の構築に要するパンフレット、チラシ等の印刷製本等に要す

る経費 

四 備品類導入費 地域連携の構築に資する知識・技術向上を図るための医学図書等の

備品類の導入に係る経費 

五 旅費 地域連携の構築に必要な交通費及び出張等に伴う宿泊費、地域連携の構築に

資する研修等の開催に係る講師の旅費及び宿泊費 

六 諸謝金 地域連携の構築に資する研修等の開催に係る講師への謝金（講師個人に対

して支払われるものに限る。） 

七 使用料 地域連携の構築に資する研修等に係る会場使用料、放送機器使用料、会議

費及び会議に使用する資料に係る経費 

八 研修等参加費 地域連携の構築に資する研修等に係る参加費 

 

 （補助率及び補助限度額並びに交付申請の打ち切り） 

第４条 前条に掲げる事業の実施に係る補助金の額は、基本項目及び加算項目の合計額以内

の額とし、一の事業主体につき単年度あたり 10,000 千円を上限とすること。ただし、間接

補助事業者として選定した初年度の間接補助事業者にあっては、基本項目の上限額に 20%

を自動加算することとし、一の事業主体につき単年度あたり 12,000 千円を上限とする。 

一 基本項目 次表のとおりとすること。 

分類 満額給付の場合 １／２給付の場合 

地域連携支援実施時間数

により、どちらかを選択 

地域連携支援を週 30 時間以

上実施（複数人の合計可） 

地域連携支援を週 15 時間以上

30 時間未満実施（複数人の合計

可） 

区分１ 地域連携支援 

上限 3,000 千円 上限 1,500 千円 

区分２ 地域連携支援 

上限 3,000 千円 上限 1,500 千円 

ネットワーク構築支援 
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上限 2,000 千円 上限 1,000 千円 

合計 

上限 5,000 千円 上限 2,500 千円 

区分３ 地域連携支援 

上限 3,000 千円 上限 1,500 千円 

自立訓練提供支援 

上限 3,000 千円 上限 1,500 千円 

合計 

上限 6,000 千円 上限 3,000 千円 

区分４ 地域連携支援 

上限 3,000 千円 上限 1,500 千円 

ネットワーク構築支援 

上限 2,000 千円 上限 1,000 千円 

自立訓練提供支援 

上限 3,000 千円 上限 1,500 千円 

合計 

上限 8,000 千円 上限 4,000 千円 

 二 加算項目 次表のとおりとすること。 

分類 計算式 上限額 

ネットワーク構築支援 「病院への訪問件数」×「単価」 

※「単価」：１件あたり 50 千円 

上限 1,000 千円 

地域連携支援 「地域の事業所等への訪問件数」

×「単価」 

※「単価」：１件あたり 50 千円 

上限 1,000 千円 

研修・勉強会等開催・参加 病院とのネットワーク構築、自立

訓練の提供及び地域連携の構築に

資する研修等 

上限 500 千円 

２ 前号の規定にかかわらず、本補助金の交付状況により、補助限度額の変更又は交付申請

の打ち切りをすることがある。 

 

（旅費、諸謝金、使用料及び研修等参加費に係る積算方法） 

第５条 研修への参加及び開催に係る旅費、講師に対する諸謝金、使用料及び研修等参加費

の積算方法については、国家公務員等の旅費に関する法律（昭和 25 年法律第 114 号）等の

規定に準じて積算を行うものとすること。 

 

（間接補助事業の実施期間） 

第６条 間接補助事業は、当該年度中に事業を完了し、かつ、指定する期日までに支払いを

完了するものとする。 



   別紙４ 

 

   

 

（支給の制限） 

第７条 国、地方公共団体、公益法人等から当該事業と同様の補助金を受けている場合につ

いては、本補助金の補助対象外とする。 


